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◆調査の目的

市内事業所における外国人材の受入れ状況及び日本語学

習支援状況等を調査し、多文化共生施策推進の基礎資料と

する。

◆調査対象・回収状況

市内の事業所（NTTタウンページ（株）登録事業所

2,264事業所）

回答数617事業所（回答率27.３％）

◆調査期間 令和６年７月12日～７月31日（20日間）

◆回答方法 郵送による配布、WEB回答

③受入れていない理由
※主な理由（複数回答あり）調査の概要

⑥外国人を受け入れている 90
①製造業………………33事業所（36.7％）

②卸売業・小売業……13事業所（14.4％）

③運輸業・郵便業……９事業所（10.0％）

④その他……………… 35事業所（38.9％）

建設業、医療・福祉、サービス業など

①回答事業所数(業種別) 617事業所

①卸売業・小売業……109事業所（17.7％）

②医療・福祉…………103事業所（16.7％）

③製造業……………… 9５事業所（15.4％）

④その他………………310事業所（50.2％）

建設業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連

サービス業・娯楽業、運輸業・郵便業など

外国人材の採用方針

・求める日本語レベルを満たせば採用する… 120事業所（81.1％）

・求める技能レベルを満たせば採用する… 70事業所（47.3％）

・長期雇用が見込まれる外国人を中心に採用する… 57事業所（38.5％）

採用する際に重視する日本語能力

・コミュニケーションを取るための日常会話… 108事業所（73.0％）

・日本語を聞く、話す能力… 104事業所（70.3％）

・日本語を読む、書く能力… 59事業所（39.9％）

②当面、外国人を採用する予定はない 469事業所
(76%)

⑤現在外国人を受け入れていない 58

④外国人を採用している又は採用を検討している 148

令和２年度と比較すると、全体的に人数が

増えているが、特にベトナム、フィリピン

の人数が増えている。

※ 回答のあった事業所のみ

約４割は日本語が必要な就業者がいると回答した。

「していない」と「よくわからない」を合わせて約７割となっている。

「社員が教えている」が最も多く、以下

「日本語教室に行かせている」、「講師

を招いて実施している」となっている。

「日本語教育は、送り出し機関、監理団体、派遣先などが

実施すべきである」31.9％が最も多く、以下「日本語教

育の必要性は感じているがノウハウがない」30.4％、

「日本語教育の必要性を感じていない」24.6％となって

いる。

「日本語教室の情報提供・充実」47.8％が最も多く、以

下「受入れ事例の紹介やノウハウの提供」「社内の多言語

表記・案内の支援」「防災やごみ出しなどの指導への職員

の派遣」24.4％となっている。

※ 複数回答

※ 複数回答

※ 複数回答

（参考）

外国人人材雇用

事業所数の推移

R2 94事業所

R4 108事業所

R6 163事業所

事業所内の受入環境の充実を図る取組をしている事業所があるものの、

「特にしていない」事業所も多い。

⑦外国人従業員の国籍上位３か国
及びその人数（89事業所） ⑧雇用形態別の受入状況（９０事業所） ⑩日本語の教育が必要な就業者の有無（90事業所）

⑪日本語学習の奨励・実施状況（９０事業所）

⑫日本語や日本語の研修の実施方法（21事業所） ⑬外国人従業員に対する日本語教育への考え方
（６9事業所）

⑮「やさしい日本語」の認知度（全事業所回答）

「やさしい日本語」を知らない事業所（「知らな

い」・「知らないが興味がある」）は、79.6％と

なっている。令和２年度の調査と比較すると、やや

減少しているものの、依然として「やさしい日本

語」の認知度が低いことが分かる。

４０.0%

７３.3%

日本語教育推進法の施行により被用者の責務が位置づけられたものの、事業所の日本語教育の必要性に高まりが見られない。また、「やさしい日本語」の認知度も低いことから、引き続き事業所訪問や多文化共生情報紙により

情報提供を行うとともに、市内事業所に対し「やさしい日本語」の周知・普及に努めていく。
今後の方向性

※ 複数回答

派遣労働者, 

406人, 31%

技能実習, 

283人, 

21%

パート・アルバイト, 

212人, 16%

特定技能, 

209人, 

16%

正社員, 

134人, 

10%

請負社員, 

55人, 

4%

契約社員・準正社員, 9人, 1%
その他, 18人, 

1%

※ 計1,326人

※ 回答のあった事業所のみ ※ 回答のあった事業所のみ

⑨受入れの工夫（90事業所）

⑭行政に望むこと（９０事業所）

※ 複数回答

７９.６%

８５.１%

事業所
(24%)

事業所
(14.6%)

事業所
(9.4%)

・人手が充足している… 251事業所（47.6％）

・コミュニケーションが心配… 181事業所（34.3％）

・日本人と文化や生活習慣が異なる…96事業所（18.2％）

受入人数では派遣労働者としての雇用形態

が多く、パート・アルバイトを含め５割近

くが非正規雇用となっている。


